
RESAS
を分析してみよう

熊本県
熊本市

RESAS（地域経済分析システム）は、地域経
済に関する様々なデータ（産業の強み、人の
流れ、人口動態など）をグラフで分かりやすく
「見える化（可視化）」したシステムです。
データに基づいた地域の実情を把握・分析
できるので、ぜひ参考にしてみてください。

人口

年齢別人口推移

2020年の人口は総人口738,865人。10年前（2010
年）の734,474人と比較すると若干増加しているが、
2050年にかけては減少傾向が続く見込みである。
また、年齢別に将来の傾向をみると、年少人口や生産年
齢人口は減少傾向、老年人口は微増加傾向にあり、老
年人口割合が増加する傾向にある。
よって、少子高齢化が一層進んでいく地域である。

※年少人口は15歳未満、生産年齢人口は15～64歳、老年人口は65歳以上をさす。

＊人口マップ→人口構成分析→人口推移

人口ピラミッド

現在と将来の年齢別人口構成を示したグラフである。
2050年の人口ピラミッドは「つぼ型」である。老年人
口の割合をみると、2020年の25.86％から2050年に
は35.72％まで増加する。また、生産年齢人口は2020
年の58.09％から52.55％まで減少する見込みであ
る。

＊人口マップ→人口構成分析→人口ピラミッド
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人口

流入・流出者数（2020年）

熊本市内外への流入・流出者数を年齢階級別構成
割合で示したグラフである。流入超過数が11,949人
と市外からの流入者が多い地域であることがわかる。
また、流入者数は１５～１９歳、流出者数は４５～４９歳
がそれぞれもっとも多くなっている。
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滞在人口（2020年）

昼間人口と夜間人口を地域別構成割合で示した
グラフである。
熊本市の昼間人口は651,411人、夜間人口は
639,666人である。昼夜間人口比率101.84%と、
通勤・通学等での人口流入が多いことがわかる。
昼夜共に滞在人口の中で、もっとも多い居住地は
熊本市である。

※15歳以上の人口を対象として算出している。

＊人口マップ→通勤通学人口分析→地域間流動

＊人口マップ→通勤通学人口分析→属性別流動



人口

年齢階級別純移動数時系列分析

年齢階級別純移動数の時系列推移は、主に中学・高校進学時（ 10～14歳→15～19歳）に人口が流入し、大学
進学から就職時（15～19歳→20～24歳20～24歳→２５～２９歳）にかけて人口が流出する。その後、結婚や出産
時（25～29歳→30～34歳）にかけて再度、人口が流入し、その後、中高齢層にかけて流出入が減る傾向にあり、
定住傾向が強い地域であると考えられる。

＊人口マップ→社会増減分析→人口移動

＊人口マップ→人口増減分析→グラフ

自然増減・社会増減の推移

自然増減数（出生数から死亡数を引いた値）と社会増減数（転入者数から転出者数を差し引いた数値）の推移を
示したグラフである。2021年よりの社会増は、一部地域での住宅需要・住み替え増、県内外からの転入、市のまち
づくり政策や住宅・インフラ整備の進展、経済・産業状況の変化 → 雇用機会の確保、関連産業の拡大などによる
構造的な人口補填・シフトが起きている兆しとして捉えられる。
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産業構造
事業所数（事業所単位）：30,344事業所

事業所数の推移（2021年）

事業所数の推移をみる。
2021年は30,344事業所であり、5年前の２０16年は
28,310事業所だったので、比較すると７．2%増加して
いる。

事業所数（事業所単位）大分類（2021年）

業種ごとの事業所数を上位順に示したグラフである。
もっとも多いのは「卸売業,小売業」の7,701事業所
で、全体の25.4％を占めている。その後「宿泊業，飲
食サービス業」の3,430事業所の11.３％が続く。

＊産業構造マップ→産業構造分析→推移（事業所数）

従業者数（事業所単位）：325,935人

従業者数（2021年）

業種ごとの従業者数を上位順に示したグラフである。
もっとも多いのは「卸売業,小売業」の69,489人で、
全体２１.３％を占めている。その後「医療，福祉」の
63,050人の１9.３％が続く。

＊産業構造マップ→産業構造分析→産業構成（従業員数）

従業者数の推移（2021年）

従業者数の推移をみる。
2021年は325,935人、5年前の2016年は305,1０
5人だったので、比較すると６．８%増加している。

＊産業構造マップ→産業構造分析→推移（従業員数）

地域内産業の構成割合（2018年）

熊本市の生産額を指標に産業の構成割合を全国
および熊本県と比較したグラフである。3次産業の
割合が７８．７％であり、全国および熊本県平均と
比べて高い。一方、2次産業の割合は、１９．９％と
全国および熊本県平均に比べて低い。

＊地域経済循環マップ→生産分析→地域産業の構造

＊1次産業・・・農業、林業、漁業など
＊2次産業・・・製造業、建設業、工業など
＊3次産業・・・商業、金融業、医療・福祉・教育などのサービス業や、
外食産業・情報通信産業など

4

＊産業構造マップ→産業構造分析→産業構成（事業所数）
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※RESASに熊本市の2012年の
データが表示されないため2016
年と2021年データで作成
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事業所数(小売業・卸売業)の推移（2021年）

小売業・卸売業の事業所数の推移を示したグラフである。
20２１年の事業所数は7,701事業所、2016年は
7,733事業所であり、2016年と比較すると、０．４%減と
なっている。

小売業・卸売業

売上高(小売業・卸売業)の推移（2021年）

小売業・卸売業の売上高の推移を示したグラフで
ある。
20２１年の売上高は1,923,866百万円である。５年
前の20１６年と比較すると1,896,658百万円なの
で、１．４％増である。また、売上微増の理由としては、
「まちの再整備・産業構造の変化」と「消費の回復／
変化」が相まったことが主な要因として考えられる。

＊産業構造マップ→産業構造→推移

製造業

売上高(製造業)の推移（2021年）

製造業の売上高の推移を示したグラフである。
20２1年の売上高は、467,563百万円である。
６年前の201６年と比較すると491,324百万円
なので、４．８％減である。減少理由として、「国内
製造業の構造転換（海外シフト・高付加価値
化）」「国内需要の低迷」「地域産業の空洞化」
「コロナ禍やサプライチェーン混乱」 といった複
数の要因が重なった影響が考えられる。

事業所数（製造業）の推移（2021年）

製造業の事業所数の推移を示したグラフである。
20２１年の事業所数は1,055事業所、2016年は
1,091事業所であり、2016年と比較すると、３．２%減
となっている。

＊産業構造マップ→産業構造→推移

＊産業構造マップ→産業構造→推移

＊産業構造マップ→産業構造→推移
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地域経済循環

地域経済循環図（2018年）

地域内企業の経済活動を通じて生産された付加価値は、労働者や企業の所得として分配され、消費や投資
として支出されて、再び地域内企業に還流する。この流れを示したものが地域経済循環図である。

付加価値額の構造分析（付加価値額順/2021年）

X軸に従業者数、Y軸に労働生産性で表される付加価値額（面積）のチャートである。
付加価値額の要因が、労働生産性と従業者数のどちらの影響によるものなのかを把握する。熊本市では、
「卸売業，小売業」の付加価値額がもっとも大きく、「医療、福祉」、「建設業」の順に続く。

＊地域産業マップ→産業構造分析→付加価値額の構造分析

＊地域経済循環マップ→地域経済循環分析

①熊本市の企業は合計25,565億円
の付加価値を生み出し、所得へ分配し
ている。

②分配（所得）のうち、地域外への流
出、地域外からの流入があり、支出に
回される金額は、30,304億円である。

③市内で支出に使われた金額は
25,565億円。
市外への流出があるため所得から
の支出30,304億円より少ない。
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＊観光マップ→宿泊者分析→居住別都道府県別

居住都道府県別の延べ宿泊者数（日本人）の構成割合（2024年）

居住都道府県別の延べ宿泊者数（日本人）の構成割合を示したグラフである。東京都が1３.１５％ともっとも多
く、福岡県の1０.６４％、神奈川県の７．５６％が続く。

＊観光マップ→宿泊者分析→属性別に見る

属性別の延べ宿泊者数（総数）の推移

延べ宿泊者数の推移を形態別に示したグラフである。
2024年では、もっとも多いのは、「夫婦、カップル」の706,592人、その後、「一人」の588,365人、「男女グ
ループ」の429,343人と続く。


	スライド 1
	スライド 2
	スライド 3
	スライド 4
	スライド 5
	スライド 6
	スライド 7

